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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第90期

第３四半期
連結累計期間

第91期
第３四半期
連結累計期間

第90期

会計期間
自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日

自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日

自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日

売上高 (百万円) 38,319 40,899 51,013

経常利益 (百万円) 5,912 6,588 7,892

四半期(当期)純利益 (百万円) 2,380 4,181 3,995

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 2,675 5,527 4,718

純資産額 (百万円) 55,253 62,336 57,304

総資産額 (百万円) 77,767 80,006 77,862

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 57.74 101.41 96.93

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 57.60 101.01 96.72

自己資本比率 (％) 70.8 77.4 73.3

 

回次
第90期

第３四半期
連結会計期間

第91期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成24年10月１日
至　平成24年12月31日

自　平成25年10月１日
至　平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 27.75 31.89

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載していない。

２　「売上高」には、消費税等は含まれていない。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内

容について、重要な変更はない。

また、主要な関係会社についても異動はない。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はない。

なお、重要事象等は存在していない。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行なわれていない。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間の内外経済情勢は、日本経済が政府・日銀による財政・金融政策等の効果により

緩やかな回復傾向で推移した他、米国経済も企業業績の改善とともに雇用者数が増加するなど拡大基調が続い

た。欧州経済も債務危機再燃の懸念が後退し、足許では景気持ち直しの兆しも見られるようになったが、新興

国経済はかつての世界経済牽引役としての力強さを失い、減速感が強まった。

このような状況の下、当第３四半期連結累計期間の当社グループの業績は、売上高408億99百万円(前年同四

半期比6.7％増)、営業利益61億21百万円(同7.5％増)、経常利益65億88百万円(同11.4％増)、四半期純利益41

億81百万円(同75.7％増)という結果になった。

 

以下、セグメントにそくして業績の概要を示すと次のとおりとなる。

 

①　半導体製造装置

スマートフォンやタブレットPCなどの携帯端末は、新興国向けローエンド機種に主流を移しつつ、引き続

き市場の牽引役となったほか、クラウドサービス伸張やビッグデータ活用を背景としたセンターサーバー向

けメモリ需要も拡大したが、半導体メーカ各社の設備投資は、当期間半ばから前工程設備に傾斜する傾向が

強まり、当社グループが主に扱う後工程設備に関しては抑制的な対応が続いた。

当第３四半期連結累計期間の当セグメントの業績は、売上高241億44百万円(前年同四半期比5.8％増)、セ

グメント利益(営業利益)27億97百万円(同23.0％増)という結果であった。
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②　計測機器

主要ユーザーである自動車業界が業績好調を維持する中、調整局面の続いていた工作機械業界にも回復の

兆しが見られるようになった。また国内の中小、中堅企業にも政府補助金等に基づく投資実行の動きが出る

などマーケットに勢いが感じられるようになった。

当第３四半期連結累計期間の当セグメントの業績は、売上高167億55百万円(前年同四半期比8.1％増)、セ

グメント利益(営業利益)33億23百万円(同2.8％減)という結果であった。

 

(注) なお、上記金額には消費税等は含まれていない。

 

(2) 資産、負債及び純資産の状況

当第３四半期連結会計期間末時点の当社グループの財政状態は、資産合計800億６百万円(うち、流動資産

539億61百万円、固定資産260億44百万円)に対し、負債合計176億69百万円、純資産合計623億36百万円となっ

ている。

①　資産

「たな卸資産」、「繰延税金資産」等が減少した一方で、「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」等

が増加したことが主な要因となり、当第３四半期連結会計期間末の資産の総額は、前連結会計年度末に対し

21億44百万円増加した。

②　負債

有利子負債である「長期借入金」の返済を進めたことが主な要因となり、当第３四半期連結会計期間末の

負債の総額は、前連結会計年度末に対し28億88百万円減少した。

③　純資産

「四半期純利益」の計上と有価証券の時価及び為替評価の上昇に伴った「その他の包括利益累計額」の増

加が主な要因となり、当第３四半期連結会計期間末の純資産の総額は、前連結会計年度末に対し50億32百万

円増加した。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更は生じていな

い。また、新たに生じた課題もない。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は36億９百万円である。なお、当第３四半期連結累計期間に

おいて、研究開発活動の状況についての重要な変更は行なっていない。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 110,501,100

計 110,501,100

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 41,278,181 41,278,181
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株である。

計 41,278,181 41,278,181 ― ―

(注)　提出日現在の発行数には、平成26年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使(旧商法に基づき発

行された新株予約権の権利行使を含む。)により発行された株式数は含まれていない。
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(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成25年10月１日～
平成25年12月31日
(注)

2,000 41,278,181 1 10,237 1 17,610

(注)  ストック・オプションの新株予約権の権利行使による増加である。

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成25年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 32,700

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 41,194,800 411,948 ―

単元未満株式 普通株式 48,681 ― ―

発行済株式総数 41,276,181 ― ―

総株主の議決権 ― 411,948 ―

(注) １　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式35株が含まれている。

２　当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載する

ことができないので、直前の基準日(平成25年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしている。

 

② 【自己株式等】

平成25年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社東京精密

東京都八王子市石川町
2968番地２

32,700 ― 32,700 0.08

計 ― 32,700 ― 32,700 0.08

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はない。
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第４ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

(1) 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年

内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の四半期連結財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載してお

りましたが、当第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結累計期間より百万円単位で記載することに変更

いたしました。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成25年10月１日から

平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年12月31日まで)に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年 3月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 18,251 19,617

受取手形及び売掛金
※1 16,346 ※1 19,743

商品及び製品 1,758 1,768

仕掛品 8,916 7,875

原材料及び貯蔵品 3,532 3,167

その他 3,172 1,908

貸倒引当金 △168 △120

流動資産合計 51,809 53,961

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 10,247 10,024

その他（純額） 7,987 8,479

有形固定資産合計 18,234 18,503

無形固定資産

のれん 1,432 1,111

その他 371 380

無形固定資産合計 1,804 1,492

投資その他の資産

その他 6,045 6,058

貸倒引当金 △31 △9

投資その他の資産合計 6,014 6,048

固定資産合計 26,052 26,044

資産合計 77,862 80,006

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金
※1 9,328 ※1 9,327

短期借入金 1,300 1,300

未払法人税等 399 656

引当金 806 420

その他 5,569
※1 3,567

流動負債合計 17,403 15,272

固定負債

長期借入金 1,200 800

退職給付引当金 1,465 1,288

役員退職慰労引当金 113 117

その他 375 192

固定負債合計 3,154 2,397

負債合計 20,557 17,669
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年 3月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 10,216 10,237

資本剰余金 21,234 21,255

利益剰余金 25,609 29,099

自己株式 △108 △110

株主資本合計 56,951 60,482

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 109 731

為替換算調整勘定 7 697

その他の包括利益累計額合計 117 1,429

新株予約権 234 312

少数株主持分 － 112

純資産合計 57,304 62,336

負債純資産合計 77,862 80,006
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年 4月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年 4月１日
　至 平成25年12月31日)

売上高 38,319 40,899

売上原価 24,659 25,871

売上総利益 13,660 15,028

販売費及び一般管理費

販売費 4,320 4,809

一般管理費 3,643 4,097

販売費及び一般管理費合計 7,964 8,907

営業利益 5,695 6,121

営業外収益

受取利息 6 5

受取配当金 54 65

為替差益 191 325

その他 58 125

営業外収益合計 311 522

営業外費用

支払利息 76 34

固定資産除売却損 11 11

その他 7 8

営業外費用合計 94 55

経常利益 5,912 6,588

特別利益

投資有価証券売却益 － 72

新株予約権戻入益 0 6

特別利益合計 0 79

特別損失

子会社清算損 － 12

厚生年金基金脱退損失引当金繰入額 1,557 －

厚生年金基金脱退損失 535 －

その他 35 －

特別損失合計 2,127 12

税金等調整前四半期純利益 3,784 6,654

法人税、住民税及び事業税 625 963

法人税等調整額 779 1,481

法人税等合計 1,404 2,445

少数株主損益調整前四半期純利益 2,380 4,209

少数株主利益 － 27

四半期純利益 2,380 4,181
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年 4月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年 4月１日
　至 平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 2,380 4,209

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 14 621

為替換算調整勘定 281 696

その他の包括利益合計 295 1,318

四半期包括利益 2,675 5,527

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,675 5,491

少数株主に係る四半期包括利益 － 35
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

 

当第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日)

(1) 連結の範囲の重要な変更

　　TOSEI (THAILAND) CO., LTDについては、重要性が増したため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲に

含めている。

(2) 変更後の連結子会社の数

　　13社

 

(会計方針の変更等)

当第３四半期連結累計期間(自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日)

該当事項なし。

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第３四半期連結累計期間(自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日)

該当事項なし。

 

(財政状態、経営成績又はキャッシュ・フローの状況に関する事項で、企業集団の財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況の判断に影響を与えると認められる重要なもの)

当第３四半期連結累計期間(自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日)

該当事項なし。

 

(追加情報)

当第３四半期連結累計期間(自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日)

該当事項なし。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理している。な

お、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形が四半期連結会計期間末残高に含まれている。

 

 
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成25年12月31日)

受取手形 253百万円 307百万円

支払手形 172百万円 182百万円

設備関係支払手形(その他の流動負債) ― 50百万円

 

(四半期連結損益計算書関係)

該当事項なし。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、

次のとおりである。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日)

減価償却費 1,358百万円 1,341百万円

のれんの償却額 289百万円 320百万円

 

EDINET提出書類

株式会社東京精密(E02289)

四半期報告書

14/22



(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

１. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月25日
定時株主総会

普通株式 329 8.00 平成24年３月31日 平成24年６月26日 利益剰余金

平成24年11月12日
取締役会

普通株式 329 8.00 平成24年９月30日 平成24年12月３日 利益剰余金

２. 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項なし。

 

当第３四半期連結累計期間(自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日)

１. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月24日
定時株主総会

普通株式 329 8.00 平成25年３月31日 平成25年６月25日 利益剰余金

平成25年11月11日
取締役会

普通株式 412 10.00 平成25年９月30日 平成25年12月３日 利益剰余金

２. 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項なし。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 
報告セグメント

合計
半導体製造装置 計測機器 計

売上高     

　外部顧客への売上高 22,817 15,502 38,319 38,319

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

― ― ― ―

計 22,817 15,502 38,319 38,319

セグメント利益 2,274 3,421 5,695 5,695

 

２. 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項)

セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と一致している。

 

３. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

当第３四半期連結累計期間中、「半導体製造装置」セグメントにおいて、三菱マテリアル㈱より精密ブ

レード製品事業を譲り受けている。

なお、当該事象による「のれん」の増加額は、当第３四半期連結累計期間においては664百万円であ

る。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日)

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 
報告セグメント

合計
半導体製造装置 計測機器 計

売上高     

　外部顧客への売上高 24,144 16,755 40,899 40,899

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

― ― ― ―

計 24,144 16,755 40,899 40,899

セグメント利益 2,797 3,323 6,121 6,121

 

EDINET提出書類

株式会社東京精密(E02289)

四半期報告書

16/22



２. 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項)

セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と一致している。

 

３. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項なし。
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(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略している。

 

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略している。

 

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略している。

 

(企業結合等関係)

該当事項なし。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 57円74銭 101円41銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(百万円) 2,380 4,181

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 2,380 4,181

普通株式の期中平均株式数(株) 41,221,811 41,237,033

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 57円60銭 101円01銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益調整額(百万円) ― ―

(うち、支払利息(税額相当額控除後))(百万円) ― ―

普通株式増加数(株) 96,941 163,432

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

(重要な後発事象)

該当事項なし。
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２ 【その他】

平成25年11月11日開催の取締役会において、平成25年９月30日最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は

登録株式質権者に対し、次のとおり第91期(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)中間配当金を支払う

ことを決議した。

①　中間配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　 412百万円

②　１株当たり中間配当金　　　　　　　　　　　　　　10円00銭

③　支払開始日　　　　　　　　　　　　　　　平成25年12月３日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成26年２月13日

株式会社東京精密

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　向　　出　　勇　　治　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　谷　　口　　公　　一　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社
東京精密の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成25年10月
１日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年12月31日まで)に係
る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及
び注記について四半期レビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期

連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連
結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの
基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施され

る質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東京精密及び連結子会社の平成25年12月31日現
在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる
事項がすべての重要な点において認められなかった。
 

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書

提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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